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令和 7 年 8 月 29 日（金）配信 

 

 

 

令和 8年度改定に向けた在宅医療に関する議論を開始 
 

第 615 回中央社会保険医療協議会総会 
 

 

 

第 615回中央社会保険医療協議会

総会が 8 月 27 日、都内で開催さ

れ、令和 8年度診療報酬改定に向け

て「在宅（その 1）」の議論が行わ

れた。 

 

総会では、厚生労働省から資料

説明が行われた後、日本歯科医師

会常務理事の大杉和司委員が、在

宅歯科医療を取り巻く状況や歯科

訪問診療の実施状況等に係る課題

に関し、総論的意見と要望を行った。 

 

大杉委員は、今後の在宅歯科医療の需要増に対し、質の高い在宅歯科医療

の提供体制を推進、強化する方策が喫緊の課題と認識していると発言。1 歯科

診療所あたりの歯科訪問診療の実施件数は増加しているものの、実施施設割

合は居宅、施設、病院ともに約 2割に満たない状況であり、かかりつけ歯科医

に通院していた患者が、通院できない状況になる等の環境変化に対し、切れ

目なく継続的に歯科医療を提供する体制を構築していくことが不可欠との見

解を示した上で、以下の 3点について要望した。 

 

▼特に居宅における歯科訪問診療の供給が十分でなく、これまで以上に実施

歯科医療機関を増やしていく方策が重要である。令和 6年度改定では、歯科訪

問診療１における 20 分の診療時間要件が撤廃されたものの、施設で 1 名を診

る予定が、現場で急遽要請を受け、もう１名追加で診る場合に、1 名を診る点

数と 2名を診る点数が乖離するなどの課題があり、歯科訪問診療１および２の

取扱いに関し、現場の状況に応じた柔軟な運用を求めた。 
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▼在宅療養支援歯科診療所が微増

であることに加えて、令和 6 年度

改定で新設された「在宅療養支援

歯科病院」の届出施設は 22 病院

にとどまっている。地域における

在宅歯科医療提供への関わりとし

て、歯科診療所を後方から支援す

る役割をさらに充実するなど施設

数の増加に向けた検討を求めた。 

 

 

▼令和 6 年度改定で新設された「複数名訪問歯科衛生指導加算」について、実

際には複数名での指導が必要な状況にもかかわらず、算定実績が少ないため、

必要な患者に効果的に提供できるよう検討を求めた。 

 

 

なお、同日の中医協総会では、スマートフォンでのマイナ保険証の利用開

始に伴う資格確認方法の所要の見直しについて、厚生労働大臣から中医協会

長に諮問があり、審議の結果、中医協として承認し、即日答申された。 

スマートフォンでのマイナ保険証の利用が、令和 7年 9 月 19日（予定）か

ら開始されることに伴い、何らかの事情によりスマートフォンのマイナンバ

ーカードが読み取れず、マイナ保険証で資格確認が行えなかった場合は、そ

の場でマイナポータルにログインし、表示された資格情報の画面を提示する

ことで資格確認を行うことができるようになる。 

 

 

※資料は 8月 27日開催の厚労省・中医協ホームページ 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_62391.html）をご覧ください。 
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●問い合わせ先 

  公益社団法人日本歯科医師会 広報課 

   TEL：03-3262-9322 

   FAX：03-3262-9885 

   日本歯科医師会ホームページ https://www.jda.or.jp/ 日本歯科医師会 PRキャラクター 

大杉和司中医協委員 


